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4 月から施行された「働き方改革関連法」は 1947 年の労働基準法制定来 70 年ぶりの

大改革で長時間労働や過労死の防止を目的に、あえて罰則をつけてまで残業時間の上限

規制や年次有給休暇の取得義務を盛り込んだことが大きな特徴だ。とりわけ法令違反を

した企業名の公表制度は各社の対応に強烈なインパクトを与えるだろう。 

安倍政権は、2017 年に生産性向上国民運動推進協議会を設立し、働き方改革ととも

に生産性向上のための改革と人づくりのための一体的改革に着手した。 

2018 年 6 月、首相は働き方改革関連法の成立に際して「多様な働き方を可能にする

法制度が制定された」と発言している。これは単に労働時間を削減するのではなく「柔

軟に働く」という選択肢を労働者に提供したことがポイントである。 

もっとも足元では、各企業は残業時間の上限規制と年次有給休暇の取得義務の法令遵

守にむけての対策に追われている。改めて言うが、働き方改革と生産性向上は一体とな

る改革である。 

はたして生産性向上はどうしたら実現するのであろうか。 
生産性の代表的指標である労働生産性を使って説明しよう。（もう一つの指標は全要

素生産性（TFP））。それを数式で示すと次のようになる。 

  労働生産性＝生産量（付加価値量）/ 労働投入量 
       ＝GDP / 就業者数（または就業者数×労働時間） 

労働生産性を上げるには（1）生産量つまり GDP を増やす、（2）就業者数を減らす（日

本では自然減を待たざるを得ない）、（3）労働時間を減らす、のいずれかである。  

（1）について多くの識者はイノベーションが必要だと言うが、そのとおりである。

但しそう簡単には成果はだせない。人口減少で市場が縮小する日本において内からGDP
を増やすことは容易でない。ならば外からの投資を呼び込めばよい。我が国企業はこ

ぞって海外進出しているが、外から投資を取り込んで国内のビジネスを伸ばす努力は欠
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けている。日本人の有能で高度なスキル人材を活用しての高付加価値商品の開発・製造

や世界最高水準の研究開発センターは有力な投資誘致の候補になる。高い法人税が障壁

だとの声もあるが、私は社会インフラ整備の不足と、会社設立・運営等にかかる高コス

ト体質が投資に見合うリターンを上げにくくしているという面も大きな要因だと考え

る。IT 技術活用が急速に我々の日々の活動に入り込んでくる時代に、企業活動効率化

の足かせとなっている旧態然とした岩盤規制の緩和がすすめば、諸コストが下がり外資

が積極的に投資する分野も必ず存在するはずだ。規制緩和の一環では政府自らの効率化

も望まれよう。各省庁縦割り行政の非効率性は以前から指摘されている。参考になる

データを紹介する。世銀が毎年発表している Ease of Doing Business 2019 年版での日本

の順位は 39 位となっている。ちなみに 1 位はニュージーランド、2 位はシンガポール

で、隣国の中国は前年の 78 位から 46 位に大幅に順位を上げている。評価項目のうち我

が国は破綻処理こそ 1 位だが、納税 97 位、法人設立 93 位、信用供与 85 位という低位

の事実は真摯に受け止めなくてはならない。 

（3）は「働き方改革」のまさに目指すところである。短時間で業務をこなすための

意識改革やビジネスプロセスの効率化が進めば、OECD 内で相対的に低い我が国の労働

生産性のポジション改善につながるであろう。意識改革は特段の投資を伴わずして実現

可能なもの。かつて多くの企業でもてはやされた QC 活動で経験済みであり、どの企業

でも進めている社内効率化施策そのものである。ビジネスプロセスとなると RPA(ロボ

ティックプロセスオートメーション)への設備投資が求められるが、これにより従来か

らの労働集約的業務が一気に機械処理に移行することが期待される。また今回の法改正

を契機にテレワークに関するさまざまな試行が始まっているのも新たな動きである。加

えて、マンパワーのミスマッチ解消努力も求められている。求人倍率は全県で 1.0 を超

えているとはいうものの、求められる人材の多くはスキル労働者。ここは技能推進プロ

グラムを導入してシニア層もふくめて、スキルの再教育を促進することで人手不足解消

に対処すべきだ。実はこうした取り組みはすでに制度化されているものも多いが、問題

はそうした情報へのアクセスに制約があることである。かかる事態を一変させるのが

IoT の世界である。1 億総国民の IT リテラシー向上は、これまでの労働集約的で非効率

な業務から解放される可能性を秘めている。つまりコストセーブ、タイムセーブとなる。

しかし IT 社会の急速な発達にもかかわらず、その恩恵を享受できていない人が意外と

多い。IT 社会は利便さと同時にその活用に個人差が大きいため極端な情報の格差をも

たらしている。皮肉ではあるが、我が国の長所とされる痒いところに手の届く「おもて

なし」の精神が、シニア層を中心に IT リテラシー向上の妨げとなっている面も否めな

い。いまだにパソコンやスマホなんか使ったこともないと豪語する人すらいる。かわい

い子には旅させよではないが、手取り足取りのサービスをタダ同然で提供しつづけるや

さしい社会は、かえって全体の生産性向上にブレーキをかけている面があるのではない

か。勿論何もかも効率的で便利になれば良いというつもりはないが。 

「働き方改革は国民の人生を決定付けるほど重要なのに、それを理解した上で作られ

た法律だとはとても思えない」と嘆いている高名な経営者もいる。そうかもしれないが、

そもそもこの難しいテーマに当初から皆が納得するような完璧なルール設定は容易で
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はない。閉塞感に覆われた我が国であるからこそ、今は「まずはやってみなはれ」の発

想も必要であるし、間違っていたら適宜軌道修正すればよい。それを強力に推進できる

のは今の安倍政権の強みで、チャンスはいつまでも待ってくれない。 

（IIMA メールマガジンへの寄稿） 
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